給与規定

第1章　総　　　則
（適用範囲）

第１条　この規定は、就業規則に基づき、社員・契約社員やパートタイマーの賃金などについて定めたものです。　

（賃金構成）

第２条　賃金構成は次のとおりとします。

　　　　　　　　　
　　  

　  基本給

 

　　     基準内賃金　　　　
　　　　



   　 職務給
　　　　　　　　　　　　　 諸手当　　　　




 



　



　　  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　時間外労働割増賃金　　　　
　　     基準外賃金（割増賃金）　　　　 深夜労働割増賃金




　　　      休日労働割増賃金
(賃金締切日および支払日)

第３条　賃金締切日および支払日について次のとおり定めます。

1 賃金は当月1日から起算し、当月末日に締め切って計算し翌月〇日（支払日が休日の場合はその前日）に支払います。

②前項の規定にかかわらず社員（社員が死亡したときはその遺族）の請求により、労働基準法の規定による場合は、賃金支払日の前日であっても既往の労働に対する賃金を支払います。

（賃金の計算方法）

第４条　賃金の計算方法について次のとおり定めます。

①遅刻、早退、欠勤などにより、所定就業時間の全部または一部を休業した場合においては、その休業した時間に対応する基本給を支給しません。

②前項の場合において、休業した時間の計算は当該賃金締切期間の末日において合計し、30分未満は切り捨てるものとします。

（賃金の支払方法）

第５条　賃金の支払方法について次のとおり定めます。

①賃金は通貨で直接社員にその全額を支払います。

②前項の規定にかかわらず次に掲げるものは支払いのとき控除します。

（1）源泉所得税
（2）雇用保険料

（3）その他社員との協定によるもの

第2章　　基　本　給

（基本給）

第６条　基本給は〇給〇給制または〇給とします。

（基本給の決定）

第７条　社員雇い入れの際に、基本初任給は本人の学歴・経験・能力・技能・作業内容などを勘案して各人ごとに決定します。

（職務給）

第８条　職務給が発生する場合は職務内容に応じて勘案し支給します。

（昇　給）

第９条　昇給について次のとおり定めます。

①昇給は基本給について行います。

②前項の規定により昇給する場合、前年3月より当年2月までの勤怠ならびに勤務成績を勘案して行います。

③営業成績の低下および経済環境の悪化により、経営に多大な支障を及ぼすおそれのある場合は昇給しないことや減給もあります。

第3章　諸　手　当

（時間外労働割増賃金・休日労働割増賃金・深夜労働割増賃金）

第10条 割増賃金について次のとおり定めます。

①法定就業時間を超えてまたは休日に労働した場合には時間外労働割増賃金または休日労働割増賃金を、深夜（22時から翌5時までの間）において勤務した場合には深夜労働割増賃金を、また限度基準（1ヵ月60時間）を超えての時間外労働に対しての割増賃金についてはそれぞれ次の計算により支給します。

時間外労働割増賃金
（1）限度基準内の場合
基準内賃金
＝　────────────　×1.25×時間外労働時間

１ヵ月平均所定労働時間

（2）限度基準を超える場合
基準内賃金
＝　────────────　×（1.25）×限度基準を超える時間外労働時間

１ヵ月平均所定労働時間

基準内賃金

深夜労働割増賃金＝　　────────────　×1.35×時間外労働時間




１ヵ月平均所定労働時間

基準内賃金

休日労働割増賃金＝　　────────────　×1.35×時間外労働時間




１ヵ月平均所定労働時間

②所定就業時間を超えて、または休日に労働した時間が深夜に及んだ場合は、それぞれ時間外労働割増賃金または休日労働割増賃金と深夜労働割増賃金を合計した割増賃金を支給します。

③限度時間を超えての時間外労働の割増率については、深夜労働割増賃金の対象時間も対象となります。

　　第4章　臨時休業による賃金

（臨時休業の賃金）

第11条 会社の都合により社員を臨時に休業させる場合には、休業手当として、休業1日につき、平均賃金の60％を支給します。

付　　　　則

付則第1条　この規定を改廃する場合には、社員代表の意見を聴いて行います。

付則第２条　平成〇年〇月〇日より施行します。
